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工作機械工業における地球温暖化対策の取組 

 

平成 25 年 12 月 10 日 

（一社）日本工作機械工業会 

 

Ⅰ．工作機械工業の温暖化対策に関する取り組みの概要 

 

（１）業界の概要 
 

①主な事業 

金属工作機械を生産する製造業。 
 

②業界全体に占めるカバー率 

※１ 業界団体の加盟企業（９１社）のうち、工作機械本体メーカー企業の数。 

※２ 業界団体の生産高には部品及び修理加工が含まれる。また、生産高は価格変動を補正した実質生産高。 

※３ 団体企業の生産規模に占める自主行動計画参加企業の生産規模の割合。 

 

（２）業界の自主行動計画における目標 
 

①目標 

当業界は 1997 年を基準とし、2010 年までにエネルギー総使用量及び原単位を 6％

削減することを目標としている（当業界の自主努力として 1998 年に策定）。上記目標

は、2008～2012年の 5年間の平均値として達成することとする。 

 

②カバー率 

カバー率は生産額ベースで 94.0％（工作機械メーカー76社中 61社）。 

 
 

③上記指標採用の理由とその妥当性 

1990 年はバブル経済の隆盛期であり、生産活動に伴うエネルギー総使用量は多大

であった。したがって、1990 年を基準とすると目標達成が容易になると判断し、当

会では地球温暖化防止京都会議（COP3）が開催された 1997 年を基準とした。目標値

も京都議定書にある日本の目標値を参考にした。また、工作機械工業は好不況のサイ

クルが激しく工作機械の価格変動も激しいため、エネルギー使用量は業界の省エネ努

力以上に大きく振れる。そのため、総量と原単位の両指標を目標にすることで、業界

の省エネ努力を的確に評価することとした。 

なお、京都議定書の削減対象が温室効果ガス（9 割以上を CO2 が占める）であるこ

とから、CO2 排出量についてもフォローアップしていくとともに、今後、将来の削減

可能量について調査を進めていくことを検討する。 

 

④その他指標についての説明 

業界団体の規模 自主行動計画参加規模 

団体加盟 
企業数 

76社※１ 
計画参加 
企業数 

61社※２ 

団体企業 
生産規模 

生産額12,722億円※２ 参加企業 
生産規模 

生産額11,953億円 

（94.0％）※３ 

資料８－１
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工作機械工業は好不況のサイクルが激しく工作機械の価格変動も激しいため、価格

変動による影響によって生産額が適切と考えられる値から乖離する可能性がある。そ

のため、本計画では、実際に集計した生産額（名目生産額）を金属工作機械の物価指

数（日本銀行の「国内企業物価指数」より算出）で除することにより得られる実質生

産高を生産高として使用し、価格変動による影響を補正している。 

 

金属工作機械の国内企業物価指数（※1997年(基準年)の物価指数を 100とする） 

年 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004

物価

指数 
100 99.2 95.8 93.7 94.0 92.6 93.0 95.2

 

年 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

物価

指数 
96.9 97.4 97.5 98.3 97.1 96.6 99.0 99.2

出所：日本銀行「国内企業物価指数」より算出 

 

（計算式）上記指数を基に、実質生産額を算出 

   実質生産額＝名目生産額÷国内企業物価指数×100 

 

物価指数による補正後の工作機械生産額 

 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 

名目生産額 10,371 11,268 8,411 9,482 9,000 

実質生産額 10,371 11,359 8,780 10,119 9,574 

 

 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 

名目生産額 6,626 8,152 10,449 13,365 15,135 

実質生産額 7,155 8,766 10,976 13,792 15,540 

 

 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 

名目生産額 16,848 15,752 5,764 9,886 11,423 

実質生産額 17,280 16,025 5,936 10,234 11,538 

 

 
2012年 

08～12年

平均 

名目生産額 11,858 10,937

実質生産額 11,953 11,137

 

 

 

④その他 

＊ 活動量等について、根拠・出典（業界統計、アンケート等）などを記載。また、指標を指数化や補

正している場合には、各指標について、指数化・補正方法について記載。 
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（３）実績概要 
 

①2012 年度における実績概要 

 

 

②目標期間５年間（2008～2012 年度）における実績の平均値 

 

2008～2012 年度の実績の平均値 

原単位▲1％（加重平均では▲6.5%） 

総 量±0％ 

 

（４）目標を達成するために実施した対策と省エネ効果 

実施した対策 

2007年 2008年 2009年 

投資額 

（千円） 

効果 

（kl） 

投資額 

（千円） 

効果 

（kl）

投資額 

（千円） 

効果 

（kl） 

空調関係 ４５５，６６６ ４５５ ２９７，２４０ １，３９７ １２４，２３０ ４，６８１ 

照明関係 １９５，１５０ ２９３ １１２，９８７ ６０４ ９，７００ １，６１３ 

ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ関係 ８３，７８０ ４０９ ５５，５３８ ４６１ ４，６５０ ２１７ 

機械加工工程 １８，５００ １５ ５０ ５０ ４，５５０ ２６８ 

変圧器 ５３，０００ ２１９ ２４，３００ ２７２ 

塗装工程 ２，９５０ ４８ ３００ １０ 

管理運用 ２０，０００ １２２ ６１０ １６０ 

その他 １１５，０５１ １８８ ２７，９００ １３ ３７３，６２９ ３４９ 

合  計 ９４４，０９７ １，７４９ ４９３，７１５ ２，５２５ ５４１，９６９ ７，５７０ 

 

 
 

  

実施した

対策 

2010年 2011年 2012年 

投資額 

（千円） 

効果 

（kl） 

投資額 

（千円） 

効果 

（kl） 

投資額 

（千円） 

効果 

（kl） 

空調関係 ６３８，３８０ ３，１７７ ４５４，７２８ １，４９０ ３２６，４３７ ８１１

照明関係 ７０，２０２ ４０７ ７７，１６７ １，１７５ ２８２，８７４ ３，７５８

ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ

関係 
１０３，８０５ １５４ ９，６９５ ３２８ １７，１８８ ３０４

機械加工

工程 
４００ １４５ １５３，７２０ ２８ １６，０８０ ２５９

変圧器 ８，０００ １５３ ８３，９３８ ６１ ３９，６７５ ２２

塗装工程 ２，３７０ １８ １２６ １２ ０ ０

管理運用  ４，１５０ １０９ １，３９９ ４３

その他 ４７，０４１ ９０ ２３９，１０９ １１８ ３７８，５７９ ３７０

合  計 ８７０，１９８ ４，１４４ １，０２２，６３３ ３，３２１ １，０６２，２３２ ５，５６７

 

 

 

 

  

目標指標 基準年度 目標水準 

2012年度実績 

（基準年度比） 

（）内は、2012年度実績 

CO2排出量

（万t-CO2）

CO2排出量 

（万t-CO2） 

(前年度比) 

CO2排出量 

（万t-CO2） 

（基準年度比）

原単位 

総量 
1997年 

▲６％ 

原単位 122.3ｌ 

総量 12.7万Kl 

原単位▲１０％（117.8ｌ）

総 量＋４％(14.1万Kl) 
２８．５ ＋４％ ＋３７％ 
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実施した

対策 

累積  

投資額 

（千円） 

効果 

（kl） 

空調関係 ２，２９６，６８１ １２，０１１

照明関係 ７４８，０８０ ７，８５０

ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ

関係 
２７４，６５６ １，８７３

機械加工

工程 
１９３，３００ ７６５

変圧器 ２０８，９１３ ７２７

塗装工程 ５，７４６ ８８

管理運用 ２６，１５９ ４３４

その他 １，１８１，３０９ １，１２８

合  計 ４，９３４，８４４ ２４，８７６

 

 

 

（５）今後実施予定の対策 

今後実施予定の対策 

（2012年度以降） 

省エネ効果 投資予定額 

（千円） エネルギー削減量（kl） 

空調関係  1,550 1,346,880 

照明関係  2,743 1,007,268 

コンプレッサー関係  207 17,559 

機械加工工程  103 12,460 

変圧器  24 17,370 

その他  1,248 224,068 

計 5,875 2,625,605 

 

 

 

（６）新たな技術開発の取組 

  工作機械では加工時の主軸回転や送り駆動よりも、油空圧ユニットや補機類等が主要素

となる運転準備やクーラント（切削油）等で大半が消費される。そのため、省エネに向け

た取り組みとしては、モータや補機類等の効率向上に加え、インバータ制御油圧ユニット

の採用や、油空圧、チップコンベア（切りくず運搬）等の最適運転制御などが挙げられる。

また、近年では、クーラントを霧状にするセミ・ドライ技術が台頭しており、これにより

クーラントの減量による廃棄物の低減、さらには、クーラントの使用に要する電力の省エ

ネ化を図ることができる。今後は、これらの省エネ技術の進展が期待される。 

 

※会員会社の個別の事例の積上げ。 

効果的な事例については「環境活動マニュアル」に掲載し横展開を図る。 

※会員会社の個別の事例の積上げ。 

効果的な事例については「環境活動マニュアル」に掲載し横展開を図る。 
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（７）エネルギー使用量・原単位、二酸化炭素排出量・原単位の実績及び見通し 

 

 １９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年 

工作機械生産額 
（百万円） 

1,037,053 1,135,873 877,950 1,011,937 957,417 

エネルギー使用量 
（原油換算万 kl） 

13.5 
（1.00) 

15.2
(1.13)

12.8
(0.95)

12.6 
(0.93) 

11.9 
(0.88) 

ＣＯ２排出量 
（万ｔ―ＣＯ２） 

20.8 22.8 20.0 20.5 19.4 

エネルギー原単位 
（ｌ／百万円） 

130.1 
（1.00) 

133.8
（1.03) 

145.5
（1.12）

124.5 
(0.96) 

124.2 
(0.96) 

ＣＯ２排出原単位 
（t／百万円） 

0.200 0.200 0.228 0.203 0.203 

 

 

 ２００２年 ２００３年 ２００４年 ２００５年 ２００６年 

工作機械生産額 
（百万円） 

715,526 876,551 1,097,551 1,379,203 1,553,956 

エネルギー使用量 
（原油換算万 kl） 

10.7 
(0.79) 

11.2
（0.83)

12.7
(0.94)

13.6 
(1.01) 

14.6 
(1.09) 

ＣＯ２排出量 
（万ｔ―ＣＯ２） 

18.3 20.3 22.6 24.9 26.2 

エネルギー原単位 
（ｌ／百万円） 

148.9 
(1.15) 

127.8 
(0.98)

115.5 
（0.89)

99.0 
(0.76) 

94.3 
(0.73) 

ＣＯ２排出原単位 
（t／百万円） 

0.256 0.232 0.206 0.181 0.169 

 

 ２００７年 
２００８年
（注１） 

２００８年
（注２） 

２００９年 
（注１） 

２００９年 
（注２） 

工作機械生産額 
（百万円） 

1,727,994 1,602,461 1,602,461 593,635 593,635 

エネルギー使用量 
（原油換算万 kl） 

16.0 
(1.19) 

15.7
(1.16)

15.7
(1.16)

10.3 
（0.76） 

10.3 
（0.76） 

ＣＯ２排出量 
（万ｔ―ＣＯ２） 

30.5 29.2 25.3 18.0 15.9 

エネルギー原単位 
（ｌ／百万円） 

92.8 
(0.71) 

98.2 
(0.76) 

98.2 
(0.76) 

173.0 
(1.33） 

173.0 
(1.33） 

ＣＯ２排出原単位 
（t／百万円） 

0.177 0.182 0.158 0.303 0.268 

 

 
２０１０年 
（注１） 

２０１０年
（注２） 

２０１１年
（注１） 

２０１１年 
（注２） 

２０１２年 
（注１） 

２０１２年
（注２） 

工作機械生産額 
（百万円） 

1,023,380 1,023,380 1,153,791 1,153,791 
1,195,340 1,195,340

エネルギー使用量 
（原油換算万 kl） 

13.6 
（1.01） 

13.6
（1.01）

14.0
（1.04）

14.0 
（1.04） 

14.1 
（1.04） 

14.1
（1.04）

ＣＯ２排出量 
（万ｔ―ＣＯ２） 

23.9 21.0 29.0 27.3 32.5 28.5

エネルギー原単位 
（ｌ／百万円） 

132.6 
(1.02） 

132.6 
(1.02） 

121.4 
（0.93） 

121.4 
（0.93） 

117.8 
（0.91） 

117.8 
（0.91） 

ＣＯ２排出原単位 
（t／百万円） 

0.234 0.205 0.251 0.237 0.272 0.238
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 ２００８年～２０１２年 

実績(注 1） 実績(注 2) 目標 

工作機械生産額 
（百万円） 

1,113,721 1,113,721 
1,037,053

※

エネルギー使用量 
（原油換算万 kl） 

13.5 
(1.00) 

13.5 
(1.00) 

12.7 
(0.94) 

ＣＯ２排出量 
（万ｔ―ＣＯ２） 

26.3 23.4 18.7 

エネルギー原単位 
（ｌ／百万円） 

128.6 
(0.99) 

128.6 
(0.99) 

122.3 
(0.94) 

ＣＯ２排出原単位 
（t／百万円） 

0.236 0.210 0.180 

 
（注1） 電力の実排出係数に基づいて算定。 
（注2） 電力のクレジット等反映排出係数に基づいて算定。 

※カバー率は、工作機械の生産額で約 94％。 

※2010年見通しの算出根拠 

  工作機械生産金額が 1997 年と同額となり、2010 年のエネルギー使用量の燃料別シェアが 1997 年と同

じ（電力 84.3％、石油系燃料 11％、LPG1％、都市ガス 3.7％）と仮定して、エネルギー使用量及び CO2
排出量を推計。 

※目標・見通しの CO2 排出量は、購入電力分について電力原単位改善分（97 年比▲6％）を見込んでいる。 

※2010年実績については、遡及修正した 

 

 

（参考）  電気事業連合会が目標を達成した時の電力排出係数（※）に固定した時の、エ

ネルギー消費量・原単位、二酸化炭素排出量・原単位の実績及び見通し 

※ 3.05t-CO2／万kWh （発電端） 

 １９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年 

工作機械生産額 
（百万円） 

1,037,053 1,135,873 877,950 1,011,937 957,417 

エネルギー使用量 
（原油換算万 kl） 

13.5 
（1.00) 

15.2
(1.13)

12.8
(0.95)

12.6 
(0.93) 

11.9 
(0.88) 

ＣＯ２排出量 
（万ｔ―ＣＯ２） 

19.9 22.3 18.8 19.2 18.1 

エネルギー原単位 
（ｌ／百万円） 

130.1 
（1.00) 

133.8
（1.03) 

145.5
（1.12）

124.5 
(0.96) 

124.2 
(0.96) 

ＣＯ２排出原単位 
（t／百万円） 

0.192 0.197 0.214 0.190 0.189 

 

 ２００２年 ２００３年 ２００４年 ２００５年 ２００６年 

工作機械生産額 
（百万円） 

715,526 876,551 1,097,551 1,379,203 1,553,956 

エネルギー使用量 
（原油換算万 kl） 

10.7 
(0.79) 

11.2
（0.83)

12.7
(0.94)

13.6 
(1.01) 

14.6 
(1.09) 

ＣＯ２排出量 
（万ｔ―ＣＯ２） 

16.2 17.0 19.4 21.2 22.8 

エネルギー原単位 
（ｌ／百万円） 

148.9 
(1.15) 

127.8 
(0.98)

115.5 
（0.89)

99.0 
(0.76) 

94.3 
(0.73) 

ＣＯ２排出原単位 
（t／百万円） 

0.226 0.194 0.177 0.154 0.147 
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 ２００７年 ２００８年 ２００９年 ２０１０年 ２０１１年 ２０１２年

工作機械生産額 
（百万円） 

1,727,994 1,602,461 593,635 1,023,380 1,153,791 1,195,340

エネルギー使用量 
（原油換算万 kl） 

16.0 
(1.19) 

15.7
(1.16)

10.3
（0.76）

13.6 
（1.01） 

14.0 
（1.04） 

14.1
（1.04）

ＣＯ２排出量 
（万ｔ―ＣＯ２） 

24.4 23.6 15.5 20.5 20.6 21.3

エネルギー原単位 
（ｌ／百万円） 

92.8 
(0.71) 

98.2 
(0.76) 

173.0 
(1.33） 

132.6 
(1.02） 

121.4 
（0.93） 

117.8
（0.91）

ＣＯ２排出原単位 
（t／百万円） 

0.141 0.147 0.261 0.200 0.179 0.178

 

 

 

 

 
２００８年～
２０１２年 

工作機械生産額 
（百万円） 

1,113,721 

エネルギー使用量 
（原油換算万 kl） 

13.5 
(1.00) 

ＣＯ２排出量 
（万ｔ―ＣＯ２） 

20.3 

エネルギー原単位 
（ｌ／百万円） 

128.6 
(0.99) 

ＣＯ２排出原単位 
（t／百万円） 

0.182 

 

※2010年見通しの算出根拠 

  工作機械生産金額が 1997 年と同額となり、2010 年のエネルギー使用量の燃料別シェアが 1997 年と同

じ（電力 84.3％、石油系燃料 11％、LPG1％、都市ガス 3.7％）と仮定して、エネルギー使用量及び CO2
排出量を推計。 

※目標の CO2 排出量は、購入電力分について電力原単位改善分（97年比▲6％）を見込んでいる。 

 
 

（８）算定方法とバウンダリーの調整状況 

①温室効果ガス排出量等の算定方法 

排出量等の算定は、自主行動計画フォローアップにおける係数を用いて算定。 

 

②温室効果ガス排出量の算定方法の変更点 

 なし 

 

③バウンダリー調整の状況 

    複数の業界団体のフォローアップに参加している企業については、当該製品（工作

機械）の生産に使用するエネルギー分を按分してもらっている。按分できない場合

には生産金額、生産量等適当と思われる基準により按分して工作機械分のみを推定

してデータを提出してもらっている。 
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（９）ポスト京都議定書の取組 

項目 計画の内容 

2020年削減目標 

目標水準 

・基準年（2008年～12年の平均値）に対し、2020年までの８年間にエネ

ルギー使用量（原単位）を年平均１％改善。 

 

・2020年までに廃棄物全体の「再資源化率」を90％以上にする 

 

・目標達成状況や景気動向等に鑑み、途中での目標値見直しを妨げな

い。 

 

設定根拠 
・目標値は省エネ法に準拠 

・目標年は経団連計画に準拠  

・基準年は京都議定書の第一約束期間（08年～12年）の平均値 

低炭素製品による国内他部

門での削減 

（2020年時点） 

 

省エネ技術の移転等による

海外での削減 

（2020年時点） 

海外生産を進める会員企業も多く、海外においても効率的な生産活動を

行う見地から、エネルギー使用量の削減を進めているところである。 

革新的技術開発 

 工作機械では加工時の主軸回転や送り駆動よりも、油空圧ユニットや

補機類等が主要素となる運転準備やクーラント（切削油）等で大半が

消費される。そのため、省エネに向けた取り組みとしては、モータや

補機類等の効率向上に加え、インバータ制御油圧ユニットの採用や、

油空圧、チップコンベア（切りくず運搬）等の最適運転制御などが挙

げられる。また、近年では、クーラントを霧状にするセミ・ドライ技

術が台頭しており、これによりクーラントの減量による廃棄物の低

減、さらには、クーラントの使用に要する電力の省エネ化を図ること

ができる。今後は、これらの省エネ技術の進展が期待される。 

その他特記事項  
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Ⅱ．目標達成に向けた取組 
 

目標達成に関する事項 

（１）目標達成・未達成とその要因 

       

削減目標 97 年の値 目標値 最終集計結果 

（08～12 年の平均値） 

エネルギー総量 13.5 万 kl 12.7 万Ｋℓ  

（97 年比 6％削減） 

13.5 万Ｋℓ  

（97 年比 0.3%増） 

エネルギー原単位 130.1ℓ ／百万円 122.3ℓ ／百万円  

（97 年比 6％削減 

128.6ℓ ／百万円  

（97 年比 1.2％減） 

 

 ・目標未達の要因 

  ①エネルギー総量 

   a.生産額が 7.4%増加したことにより、生産活動が活発化。エネルギー使用の 

        増加に直結 

    （97 年：1,037 十億円 → 08～12 年平均：1,113 十億円） 

   b.国内工場の拡張 

    04 年以降の生産額の増加に伴い、工場の総延床面積が過去最高を更新 

    （2012 年の当会会員の工場の総延床面積は、過去最高を更新。工場の延床 

     面積拡大は、照明・空調などのエネルギーの固定需要の増加に直結） 

 

  ②エネルギー原単位 

   a.リーマンショックによる生産量の激減 

  09 年はリーマンショックの影響を受け、生産額が激減（08 年：16,025 百万円→ 

 09 年 5,936 百万円）。これにより、09 年のみ生産効率の指標であるエネルギー原単位  

 が大きく悪化。09 年を除いた 08 年～12 年の４年平均では、エネルギー原単位は 97 

 年比 9.7％減と目標値を大きく下回る。これは、分母である生産金額の上昇に加え、 
 工場の拡張・増設等に伴い導入した設備が従来機よりも省エネ型であるため、結果と 
 してエネルギーの効率化、ひいては原単位の低減に繋がったものと考えられる。 

 

（２）京都メカニズム・国内クレジット・試行排出量取引スキームの排出枠（以下「京都メ

カニズム等」という。）の活用について 

  ①京都メカニズム等の活用方針 

    クレジット等の活用は予定していない。 

 

 

②クレジット・排出枠の活用量と具体的な取組状況 

  当業界においては、京都メカニズムの活用実績はない。また、活用について検討さ

れていない。
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（３）排出量取引試行的実施への参加状況 
 

 2012 年度現在 

排出量取引試行的実施参加企業数 

（業界団体自主行動計画参加企業に限る）
     ４社 

業界団体自主行動計画参加企業     ７６社 

シェア率（生産額）     0.04％ 

    

  ＜業界団体としての今後の方針＞ 

自主行動計画と排出権取引試行の関連性は認められず、また、現在の厳しい経済環

境の中では、会員企業ではこのスキームに人員を割く余裕がないことなどから、現在

のところ、参加は４社にとどまり、今後の参加も不透明である。 

当工業会としては、排出権取引試行は企業単位での参加となり、自主行動計画のよ

うに業界単位の参加ではないが、経済環境の好転を期待しつつ、会員企業の積極的な

参加を呼び掛けていく。 

 

業種の努力評価に関する事項 

（４）エネルギー原単位の変化 

①エネルギー原単位が表す内容 

工作機械工業が製造している製品（工作機械）は、大型・中型・小型などにより重

量が異なる上、旋盤、マシニングセンタ等機種が千差万別であるため、製品を基準と

する原単位の設定は困難である。そのため、指標として年ごとに比較しやすい生産額

を母数としてエネルギー原単位を計算している。 

 

②エネルギー原単位の経年変化要因の説明 

   2012 年のエネルギー原単位は基準年比で 10%減少している。当業界では、継続的な

エネルギー効率向上や設備稼働率向上などの地道な努力を重ねてはいるが、景気変動

の波が激しいため、原単位の分母である生産額の変動が大きく、業界の省エネ努力を

上回ることがある。 

 

（５）CO2排出量・排出原単位の変化 

① クレジット等反映排出係数とクレジット等の償却量・売却量によるＣＯ２排出量の

経年変化要因 

        2012 年の CO2 排出量は、基準年である 1997 年と比して 7.7 t-CO2（+37.1%）増加

した。これを要因別にみると、生産変動分で 3.5 t-CO2（16.8%）増加した一方、事

業者の省エネ努力分が 2.1万 t-CO2（-10.1%）の削減に寄与した。 

    なお、当工業会の削減目標はエネルギーであるため、クレジット等の活用は予定し

ていない。 
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                      （単位：万ｔ-ＣＯ２） 

年 

 要 因 
2007→2008 2008→2009 2009→2010 2010→2011 

事業者の省エネ

努力分 
1.6 (5.2%) 13.0 (51.4%) -5.1 (-31.8%) -2.1 (-10.1%) 

燃料転換等によ

る改善分 
-0.7  (-2.2%) 0.3 (1.2%) 0.0 (0.1%) -1.0 (-4.7%) 

購入電力分原単

位の改善分 
-3.9  (-12.8%) -1.2 (-4.6%) 0.0 (-0.1%) 6.5 (31.0%) 

生産変動分 -2.1  (-6.9%) -21.6 (-85.1%) 10.2 (63.9%) 2.9 (13.8%) 

クレジット等の

償却量・売却量 
   (    %)   (    %)  (    %)  (    %) 

合    計 -5.1 (-16.8%) -9.4 (-37.2%) 5.1 (32.1%) 6.3 (30.0%) 

 

年 

 要 因 
2011→2012 1997→2012 

事業者の省エネ

努力分 
-0.8 (-10.1%) -2.4 (-11.7%)

燃料転換等によ

る改善分 
1.1 (-4.7%) -0.9  (-4.2%)

購入電力分原単

位の改善分 
-0.1 (31.0%) 7.5  (36.3%)

生産変動分 1.0 (13.8%) 3.5  (16.8%)

クレジット等の

償却量・売却量 
  (    %)    (    %)

合    計 1.2 (4.2%) 7.7 (37.1%)

(  %)は削減率を示す 

 

②クレジット等反映排出係数とクレジット等の償却量・売却量による CO2 排出原単位の

経年変化要因 

        2012 年の CO2 排出原単位は、基準年である 1997 年と比して 0.04 t-CO2/百万円増

加した。 

    なお、当工業会の削減目標はエネルギーであるため、クレジット等の活用は現時点

では予定していない。 

 

                      （単位：t ／百万円） 

 2007→2008 2008→2009 2009→2010 2010→2011 

ＣＯ２排出原単位

の増減 
-0.02  (-10.3%) 0.11 (69.4%) -0.06 (-23.4%) 0.03 (15.3%)

 

事業者の省エネ

努力分 
0.01  (4.7%) 0.12 (75.4%) -0.06 (-23.3%) -0.02 (-10.8%)

燃料転換等によ

る変化 
0.00  (-0.3%) 0.00 (0.2%) 0.00 (-0.1%) 0.00 (-0.6%)

購入電力分原単

位変化 
-0.03  (-14.7%) -0.01 (-6.1%) 0.00 (0.0%) 0.05 (26.6 %)

 
クレジット等の

償却分・売却分 
   

（ ％）は増減率を表す 
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 2011→2012 1997→2012 

ＣＯ２排出原単位

の増減 
0.00 (0.6%) 0.04 (19.0%)

 

事業者の省エネ

努力分 
-0.01 (-2.2%) -0.02 (-12.0%)

燃料転換等によ

る変化 
0.00 (0.5%) 0.00 (-0.5%)

購入電力分原単

位変化 
0.01 (2.3 %) 0.06 (31.5%)

 
クレジット等の

償却分・売却分 
 （ ％）

（ ％）は増減率を表す 

 

 

（６）2012年度の取組についての自己評価 

  当工業会は、エネルギー総量と原単位の両方を削減目標としている。毎年のフォロー

アップ結果の推移を見ると、好不況の波を直接受ける工作機械工業では、他業界に比べ生

産変動が著しい。そのため、好況時には生産活動が活発化し、総量は増加するが、生産額

も上昇するため、それを分母とする原単位は減少する。また、不況時には好況時とは逆に

総量が減少し、原単位が増加する。このように、総量と原単位は反比例する傾向が強く、

今後は、この二律背反をどのように整合させるかが課題である。 

 

（７）国際比較と対外発信 

 当工業会では、欧州等の海外における工作機械に関するエネルギー利用効率に係る調

査を実施し、日本との比較検討を行った。さらに工作機械産業の省エネ規制や省エネ活

動に関する情報の整理を行った。 
しかし、海外では主だった取り組みは行われていなかったため、ドイツ、中国、アメ

リカについてできるだけ工作機械工業に近い業種分類（機械器具製造業）でのエネル

ギー効率（＝エネルギー消費量÷生産額）を日本のものと比較した。 
その結果、日本の工作機械産業のエネルギー原単位は、ライバルのドイツよりも概ね

優れていることが判明した。 
 

各国の工作機械業界の省エネ取り組み（ヒアリング及びアンケート調査） 

対象国 
会員工場の生産活動に伴う、

国等の省エネ関連規制の有無

国または工業

会での会員工

場のエネ消費

データの把握 

工作機械工業会としての 

省エネ活動 

ドイツ 

現状なし。将来的に EuP 指令

の対象となると、製品のエネ

ルギー効率や環境性が評価さ

れる。 

なし 

EuP 指令による製品評価への対

応検討を開始したところ。詳細

内容は未定。 

スイス 
EuP指令による、製品のエネ

性能の規制の可能性あり。 
なし なし 

スペイン 

現状なし。EuP 指令が、2013

～2015 年頃に工作機械分野

にも適応されると推測。2007

年を基準に（スペインの場

合）、ECOPOINTS や CO2 排出

量などが指標となる可能性が

なし 

エコデザインや EuP 指令に関す

る広報、工作機械のエコデザイ

ンガイドラインの配布、会員工

場からの CO2 排出を計るツール

開発のためのプロジェクトを実

施。 
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ある。 

中国 なし なし なし 

韓国 
Annex 1 国でないため、政府

としての削減目標はない。 
なし 

2013 年以降は削減義務を負うと

思われるため、削減方法を準備

中。 

台湾 なし なし なし 

米国 なし なし なし 

イタリア 回答無し 

フランス 回答無し 

 

 

 

＊中国の消費量は90年代は高かったが急速に低下し※、最近では主要国原単位は同レベル

（左図） 

＊日工会の原単位は日本やドイツの機械器具製造業より大きく低減（右図） 
※中国の原単位は急速に低下しているが、むしろ90年代が高すぎたと見るべき 

 

 

Ⅲ．民生・運輸部門からの取組の拡大 等 
 
民生・運輸部門への貢献 

（１）業務部門（本社等オフィス）における取組 

①本社ビル等オフィスにおける削減目標と目標進捗状況 

【目標内容】 

   当業界では、製造部門におけるエネルギー使用比率が極めて高いことから、別途業

務部門として統一的な目標設定は行っていないが、個別企業においては、製造部門と

併せ電気使用量の削減等に取り組んでいる例がある。個別企業における実態把握に努

めているが、上述の通り、製造部門の比率が極めて高く、ほとんどの企業が業務部門

のエネルギー分割集計が困難であると回答しているため、過去４年間分のみの実績に

ついて、大手５社（生産額ベース４５％）を対象に集計した。 

0.0
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   オフィスのＣＯ２排出実績（大手５社計 生産額ベースシェア４５％） 

 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 

床面積（①） 

(万 m2) 
６．３ ６．３ ７．０ ８．０ ８．０ ６．６ 

エネルギー消費量（②） 

(千 GJ) 
１４５ １３８ ８３ １１２ ９６ ８４ 

CO2排出量（③） 

(万 t-CO2) 
０．６３ ０．５０ ０．３０ ０．４０ ０．３５ ０．３０

エネルギー原単位（②/①） 

(千 GJ/m2) 
0.0023 0.0022 0.0012 0.0014 0.0012 0.0013 

CO2排出原単位（③/①） 

(t-CO2/m
2) 

0.1 0.08 0.04 0.05 0.04 0.05 

 

②業務部門における対策（調査対象61社） 

対策 社数 
不要時消灯の徹底 ４７ 
空調の適正温度管理 ４５ 
OA 機器の更新 ２７ 
クールビズの実施 ３９ 
ウォームビズの実施 ２３ 
区画照明の実施 ２８ 
省エネ空調機器への更新 １９ 
省エネ型照明への更新 ２９ 
断熱塗装の実施 ８ 
その他 １０ 

 

（２）運輸部門における取組 

  ①運輸部門における目標設定における考え方 

当業界では、製造部門におけるエネルギー使用比率が極めて高く、また、ほとんどの

会員企業が運輸業務を外注しているため、別途運輸部門として統一的な目標設定は行っ

ていないが、個別企業において一部で取り組んでいる例がある。 

 

  ②運輸部門におけるエネルギー消費量・ＣＯ２排出量等の実績 

個別企業における取組の例は以下のとおり。 

・営業との会議をテレビ会議システムにする。本社までの移動によるCO2、移動時の

ガソリンの削減（T社：▲9.1t-CO2/年） 

  ③運輸部門における対策 

   個別企業における対策の例は以下のとおり。 

  ・ハイブリットカー等の低公害車の導入 

  ・フォークリフトの削減 

 

（３）民生部門への貢献 

①環境家計簿の利用拡大 

   会員企業を対象に、環境家計簿の普及・PRに努める。 

 

  ②製品・サービスを通じた貢献 
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工作機械は自動車や航空機、電機などの様々な製品やその部品を生産するために使用

される機械である。近年、より高品質、高精度な製品を生産するためにより高度な工作

機械が開発、生産されている。例えば、自動車の低燃費化の一例を挙げると、燃焼効率

を上げるために、シリンダーへの噴射口を高精度に加工しなければならず、また、量産

にも対応しなければならない。また、ガソリンの燃焼により生じたピストン運動で得ら

れた力を、ロス無く、円滑にタイヤへ伝達するには、ギヤの表面も高精度に仕上げる必

要があり、ここでの精度も、燃費に直結する。ほかにも、航空機の高燃費エンジンの部

品加工、ＣＯ２削減が期待される原子力発電のタービンの高精度加工など、工作機械は

様々な製品の省エネルギー化の実現に貢献している。 

また、製品の生産現場においては、納期の短縮や少量多品種の生産への対応などの生

産性の効率化へのニーズが高まる中、複数の加工工程を一つの工作機械で実現するなど

生産性の効率化を通し、加工時間の短縮などによる消費エネルギー削減に貢献している。 

 

（４）ＬＣＡ的観点からの評価 

LCAの面では、工作機械は生産時より使用時においてエネルギーを消費することから、

高効率モータの採用や上述の1台で複数台の加工を可能とする高効率複合加工機の開発を

進めているとともに、エネ革税制を利用した普及にも注力し、使用時の省エネに努めてい

る。なお、廃棄後の工作機械は、９０％以上が鋳物として再利用されるため、元来リサイ

クル性は高いといえる。 

 

（５）リサイクルによるＣＯ2排出量増加状況 

 当業界では、リサイクル工程がない。 
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（６）省エネ・ＣＯ２排出削減のための取組・ＰＲ活動 

①「環境活動マニュアル」の発行・改編 

当会の環境安全委員会では、目標達成に向け、工場の管理運営に直接携わる会員企業

の担当者で構成されたワーキンググループ（以下、WG と呼ぶ。）を設けている。本 WG

では、環境活動に取組む会員企業の先行事例等を集積し「環境活動マニュアル」として

冊子にまとめて全会員に配布している。「環境活動マニュアル」では、会員企業が取組

んでいる省エネ活動、廃棄物削減活動の概要を、会員が実際に取り組んだ環境活動事例

を交え詳しく解説している。特に、環境活動事例は、他の会員がすぐに取り組めるよう

投資金額や費用削減効果、投資金額回収年数などについても掲載している。また、環境

関連法規制についても、その概略、官公庁への届出方法等を解説している（初版のみ）。 

2012 年 3月までに第 6版まで発行している。 

 

「環境活動マニュアル」に掲載の環境活動事例 
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 ②「環境活動状況診断書」の発行 

当会では、会員企業が当会における自社の環境レベルを認識し、かつ環境意識の啓発

をトップダウンで図るために、毎年「環境活動状況診断書」を発行し、全会員の社長等

に送付している。この診断書は、会員の ISO14001 認証取得状況等各環境活動の展開状

況を調査し、その結果を会員毎に評価、順位付けしたものである。また、調査に協力し

ない会員には、0 点の診断書を送付し、環境意識の啓発に努めている。その結果、毎年

ISO14001認証を取得する会員は増加しており、2012 年以降には 50 社程度にまで伸張す

る見込み（2011年度で取得済は 46社、検討中が 6社）。 

「環境活動状況診断書」90 点以上取得会社（ABC順）(2011 年度) 

株式会社アマダマシンツール 

ブラザー工業株式会社 

シチズンマシナリーミヤノ株式会社 

株式会社エグロ 

エンシュウ株式会社 

ファナック株式会社 

富士機械製造株式会社 

株式会社不二越 

浜井産業株式会社 

株式会社ジェイテクト 

株式会社神崎高級工機製作所 

株式会社カシフジ 

キタムラ機械株式会社 

コマツＮＴＣ株式会社 

倉敷機械株式会社 

株式会社牧野フライス製作所 

株式会社松浦機械製作所  

三菱電機株式会社 

三菱重工業株式会社 

株式会社三井ハイテック 

株式会社森精機製作所 

村田機械株式会社 

中村留精密工業株式会社 

株式会社岡本工作機械製作所 

大阪機工株式会社 

オークマ株式会社 

株式会社シギヤ精機製作所 

新日本工機株式会社 

住友重機械ファインテック株式会社 

高松機械工業株式会社  

東芝機械株式会社 

トーヨーエイテック株式会社 

東洋精機工業株式会社 

ヤマザキマザック株式会社 

安田工業株式会社      

（以上 35社） 

 

○「環境活動状況診断書」における取得点数別会社グラフ（2011 年版） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

啓発が 

必要 

半 数 以 上

が ８ ０ 点
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③ 環境・安全活動の実地啓発 

   当会では、環境安全委員会による環境先進工場の見学会を定期的に開催し、環境・安

全活動の実地啓発に努めている。 

 

【環境安全委員会による工場見学会の開催実績】 

    2009年11月10日（火） 川崎重工業（株）・西神工場      参加42名 

2010年4 月16日（金） アイシン・エーアイ（株）・吉良工場  参加38名 

2010年11月25日（木） 日立建機（株）・土浦工場       参加33名 

2011年5 月18日（水） ダイキン工業（株）・金岡工場     参加40名 

2011年10月21日（金） 三井造船（株）・玉野事業所      参加34名 

2012年 4月13日（金） （株）オーエスジー・八名工場      参加37名 

2012年11月13日（火）東芝・三菱電機産業システム（株）    参加39名 

2013年 4月12日（金）ＫＹＢ・岐阜北工場           参加36名 

 

 

④「環境・安全活動成果報告会」の開催 

会員企業の優れた環境・安全活動の取り組み事例について、工業会内での横展開を推

し進めるとともに、会員全体のレベルアップを図るべく、全会員を対象に「環境・安全

活動成果報告会」を開催（年1回）している。 

 

【環境・安全活動成果報告会の開催実績】 

2012年2月 3日（金） 機械振興会館            参加45名 

2013年2月22日（金） コマツ・大阪工場          参加38名 

 

 
「環境・安全活動成果報告会」 

⑤「環境優良企業」の顕彰 

会員企業による環境活動を奨励するために、「環境活動状況診断書」評価点を基に、

2012年2月に「環境優良企業」を選定した。顕彰企業には、当工業会の横山会長（㈱

ジェイテクト・取締役会長）から顕彰状が贈呈された。 

 

【「環境優良企業」に選定された顕彰企業】 

・最優秀賞（直近３年間の「環境活動状況診断書」評価点が最高の会社） 

キタムラ機械㈱  

 

・優秀賞（直近３年間の「環境活動状況診断書」評価点が平均９５点以上の会社） 
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㈱ジェイテクト、㈱松浦機械製作所、中村留精密工業㈱、 

㈱岡本工作機械製作所、オークマ㈱、トーヨーエイテック㈱、 

㈱和井田製作所、ヤマザキマザック㈱ 

 

・特別奨励賞（直近３年間の「環境活動状況診断書」評価点が平均９０点以上の会社） 

ブラザー工業㈱、エンシュウ㈱、ファナック㈱、㈱不二越、 

㈱神崎高級工機製作所、㈱カシフジ、コマツＮＴＣ㈱、 

光洋機械工業㈱、㈱牧野フライス製作所、三菱電機㈱、 

三井精機工業㈱、㈱森精機製作所、大阪機工㈱、新日本工機㈱、東洋精機工業㈱ 

 
 
Ⅳ．５年間（2008～2012 年度）の取組の評価と今後改善すべき課題等 
 

（１）2008～2012年度の取組において評価すべき点 

 

項目 評価できると考える事項及びその理由 

業界全体に占めるカバー率について 毎年、フォローアップのカバー率が、業界全体の生産額

の 90 パーセントを超えている。 

目標の設定について（数値目標の引き上げ等） 1990 年はバブル経済の隆盛期であり、生産活動に伴うエ

ネルギー総使用量は多大であった。したがって、1990 年

を基準とすると目標達成が容易になると判断し、当会で

は地球温暖化防止京都会議（COP3）が開催された 1997

年を基準とした。目標値も京都議定書にある日本の目標

値を参考にした。また、工作機械工業は好不況のサイク

ルが激しく工作機械の価格変動も激しいため、エネル

ギー使用量は業界の省エネ努力以上に大きく振れる。そ

のため、総量と原単位の両指標を目標にすることで、業

界の省エネ努力を的確に評価することとした。 

目標を達成するために実施した対策への投資額及びその効果

について 

目標達成のために、空調や照明の入れ替えなど、業界各

社で 50 億円近い額を投資している。 

97 年比で、生産金額が 7.4％上昇しているにもかかわら

ず、総量が微増（0.3％増）、原単位（1.2％減）だったこ

とから、大きな効果があったものと考える。 

エネルギー消費量の削減について 97 年比で生産額の伸び（+7.4％）に対し、エネルギー総

量の伸び（＋0.3％）となっている。 

当会では、エネルギー使用量を固定需要と従量需要に分

けて集計しているが、2007 年以降の当会の調査によれ

ば、2012 年の当会会員の工場の総延床面積は、過去最高

を更新（07 年比 25％増）しており、通常であれば工場の

延床面積の増加は、エネルギーの固定需要の増加に直結

する。それにも関らず、2012 年のエネルギー固定需要は

17％減少している。 

これらのことから、工場拡張や新設の際に、効率的な機

器（空調や照明）を導入が進展していることがうかがえ

る。 

エネルギー原単位の改善について 平均では目標値に届かなかったものの、年々低下傾向に

あり、11 年、12 年とに目標値（▲6％）を達成している

ことから、エネルギー効率の改善がうかがえる。これは

分母である生産金額の上昇に加え、工場の拡張・増設等

に伴い導入した設備が従来機よりも省エネ型であるた

め、結果としてエネルギーの効率化、ひいては原単位の

低減に繋がったものと考えられる。 

また、「５年間の総量の合計」を「５年間の生産金額の合

計」で除した場合には、▲6.5%と目標値である６％削減

を達成している。 

 

CO2 排出量の削減について 上記Ⅱ.（5）①にあるように、2009 年以降については、
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省エネ設備等の導入など、業界の取り組みが浸透し、「事

業者の省エネ努力」の排出分が減少傾向にある。 

CO2 排出源単位の改善について 上記Ⅱ.（5）①にあるように、2009 年以降については、

業界の取り組みが浸透し、「事業者の省エネ努力」の排出

が減少傾向にある。 

算定方法の改善、バウンダリー調整の進展について 複数の業界団体のフォローアップに参加している企業に

ついては、当該製品（工作機械）の生産に使用するエネ

ルギー分を按分して算出してもらっている。按分できな

い場合には生産金額、生産量等適当と思われる基準によ

り按分して工作機械分のみを推定してデータを提出して

もらっている。 

目標達成に向けた体制の構築・改善について（業界内の責任

分担等） 

①環境安全委員会を組織し、各社自主的に行動を推進。

②工業会全体の目標達成までの具体的なプロセスを会員

企業に提示するために、2012 年における各企業の実績に

基づき、「企業規模」と「省エネ余地」に応じて、会員企

業個別に 5％から 30％の削減目標を課している。 

参加企業の取組の促進について（省エネ技術に関する情報提

供等） 

委員会活動を通じて、下記の取り組みを行い、情報共有

をすることで、参加企業の省エネ促進に努めた。 

①「環境活動マニュアル」の発行・改編 

②「環境活動診断書」の発行 

③環境・安全活動の実施啓発（環境先進工場の見学） 

④「環境・安全活動成果報告会」の開催 

⑤「環境優良企業」の顕彰 

京都メカニズム等の活用について 予定していない。 

消費者や海外への積極的な情報発信について（信頼性の高い

データに基づく国際比較や、個別事業所の排出量データを活

用し、先進的な取組事例を定量的に示す等の取組の対外発

信） 

当工業会では、欧州等の海外における工作機械に関する

エネルギー利用効率に係る調査を実施し、日本との比較

検討を行った。また、工作機械産業の省エネ規制や省エ

ネ活動に関する情報の整理を行った。 

業務部門における取組について 当業界では、製造部門におけるエネルギー使用比率が極

めて高いことから、別途業務部門として統一的な目標設

定は行っていない。 

また、独自の取り組みとして、会員各社の省エネ事例を

まとめた「環境活動マニュアル」を毎年発行し、他社の

先行事例を紹介。会員企業内での情報共有に努め、業界

の省エネ推進を図っている。 

運輸部門における取組について 個別企業での取り組み事例がある 

 

民生部門への貢献について 会員企業を対象に、環境家計簿の普及・PRに努めた。 

製品のＬＣＡやサプライチェーン全体における温室効果ガス

排出量の把握等、他部門への貢献の定量化について 

LCAの面では、工作機械は生産時より使用時においてエ

ネルギーを消費することから、高効率モータの採用や上

述の1台で複数台の加工を可能とする高効率複合加工機

の開発を進めているとともに、エネ革税制を利用した普

及にも注力し、使用時の省エネに努めている。なお、廃

棄後の工作機械は、９０％以上が鋳物として再利用され

るため、元来リサイクル性は高いといえる。 

新たな技術開発の取組について ユーザー企業の環境意識の向上もあり、それに対応すべ

く、各社で省エネ型の工作機械の開発を進めている。 

 

その他  

 

 

（２）2008～2012年度の取組における課題と今後の改善策 

 
項目 課題と考える事項及びその理由 

2013 年度以降の改善・課題克服 

業界全体に占めるカバー率について 今後も生産額の 90 パーセント以上を占める高いカバー率

を目指し、更なる改善を図りたい。 

目標の設定について（数値目標の引き上げ等） 好不況の波を直接受ける工作機械工業では、他業界に比

べ生産変動が著しい。そのため、好況時には生産活動が
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活発化し、総量は増加するが、生産額も上昇するため、

それを分母とする原単位は減少する。また、不況時には

好況時とは逆に総量が減少し、原単位が増加する。この

ように、総量と原単位は反比例する傾向が強く、今後

は、この二律背反を解消し、業界の成長と省エネの両立

を図る観点から新たな目標設定を行いたい。 

目標を達成するために実施した対策への投資額及びその効果

について 

目標は達成できなかったが、目標期間（08 年～12 年）の

設備投資額（約 50 億円）の半額（約 25 億円）の設備投

資がすでに予定されており、これを実施することで今後

の更なる改善につなげたい。 

エネルギー消費量の削減について 当業界では、エネルギーを必ず発生する固定需要と生産

活動に応じて変動する従量需要に分けて分析しており、

生産量の増減による変動を受けないエネルギーの固定需

要の削減をすることで、エネルギー使用量の削減につな

げたい。 

エネルギー原単位の改善について 当業界では、継続的なエネルギー効率向上や設備稼働率

向上などの地道な努力を重ねてはいるが、景気変動の波

が激しいため、原単位の分母である生産額の変動が大き

く、業界の省エネ努力を上回ることがあるが、引き続き

効率改善に努めたい。 

CO2 排出量の削減について Ⅱ.（5）にもあるように、08-12 年の目標期間における

「事業者の省エネ努力」は、97 年比で 12％改善している

ことから、今後も改善に努力したい。 

CO2 排出源単位の改善について Ⅱ.（5）にもあるように、08-12 年の目標期間における

「事業者の省エネ努力」は、97 年比で 12％改善している

ことから、今後も改善に努力したい。 

算定方法の改善、バウンダリー調整の進展について 工作機械以外にも関係する企業については、工作機械生

産分のみを提出してもらっている。 

また、エネルギー消費を従量需要と固定需要に分けて分

析を行っている。 

なお、固定・従量需要の内訳が分からない会社について

は、生産量やエネルギー使用量から推定して案文を行っ

ている。 

目標達成に向けた体制の構築・改善について（業界内の責任

分担等） 

各社のエネルギー診断等に取り組み、省エネ余地を客観

的に示すことで、業界各社の省エネ活動を進展させた

い。 

参加企業の取組の促進について（省エネ技術に関する情報提

供等） 

他業界の取り組み事例を参考にしつつ、新たな取り組み

を実施したい。 

京都メカニズム等の活用について 予定していない。 

消費者や海外への積極的な情報発信について（信頼性の高い

データに基づく国際比較や、個別事業所の排出量データを活

用し、先進的な取組事例を定量的に示す等の取組の対外発

信） 

 

 

業務部門における取組について 当業界では、製造部門におけるエネルギー使用比率が極

めて高いことから、別途業務部門として統一的な目標設

定は行っていないが、今後機会を見て検討したい。 

 

運輸部門における取組について  

民生部門への貢献について 引き続き、工作機械を通じた生産の効率化を実現し、エ

ネルギー削減に貢献したい。 

製品のＬＣＡやサプライチェーン全体における温室効果ガス

排出量の把握等、他部門への貢献の定量化について 

 

 

新たな技術開発の取組について 工作機械ユーザーによる省エネ型の工作機械のニーズが

高まっていることから、これに応えるべく開発を継続し

たい。 

その他  
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自主行動計画参加企業リスト 

 

（一社）日本工作機械工業会 

企業名 事業所名 業種分類 CO2算定排出量※ 

第１種エネルギー管理指定工場（原油換算エネルギー使用量

3000kl/年以上） 

シチズンマシナ

リーミヤノ㈱ 
軽井沢本社 (20) 5,802(t-CO2) 

エンシュウ㈱ 本社及び工場 (20)、(24) 11,506(t-CO2) 

ファナック㈱ 
本社 (23)  42,727(t-CO2) 

筑波工場  5,403(t-CO2) 

豊和工業㈱ 本社工場 (20) 8,853.5(t-CO2) 

㈱ジェイテクト 
刈谷工場 (20)、(24) 11,406(t-CO2) 

岡崎工場 (20)、(24) 28,869(t-CO2) 

㈱神崎高級工機

製作所 
本社工場 (20) 9,780(t-CO2) 

㈱牧野フライス 

製作所 

厚木事業所 (20) 10,035(t-CO2) 

富士勝山事業所 (20) 9,054(t-CO2) 

三菱電機㈱ 

名古屋製作所 

（矢田工場） 
(25) 25,712(t-CO2) 

名古屋製作所 

（新城工場） 
(25) 5,120(t-CO2) 

三菱重工業㈱ 工作機械事業部 (20) 13,926(t-CO2) 

㈱森精機製作所 伊賀事業所 (20) 29,661(t-CO2) 

村田機械㈱ 犬山事業所 (20) 14,371(t-CO2) 

大阪機工㈱ 本社・猪名川製造所 (20) 6,314(t-CO2) 

新日本工機㈱ 信太山工場 (20) 9,133(t-CO2) 

トーヨー 

エイテック㈱ 
広島工場 (20)､(24)、(25) 6,965(t-CO2) 

    

    

（別紙１） 
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第２種エネルギー管理指定工場（原油換算エネルギー使用量

1500kl/年以上） 

富士機械製造㈱ 藤岡工場 (20) 3,647(t-CO2) 

㈱松浦機械製作所 本社工場 (20) 4,768(t-CO2) 

㈱三井ﾊｲﾃｯｸ 八幡事業所 (20) 4,009(t-CO2) 

㈱森精機製作所 
千葉事業所 (20) 3,385(t-CO2) 

奈良第一事業所 (20) 2,475(t-CO2) 

㈱岡本工作機械製

作所 
安中工場 (20) 3,785(t-CO2) 

㈱滝沢鐵工所 本社工場 (20) 4,440(t-CO2) 

㈱ツガミ 長岡工場 (20) 5,521(t-CO2) 

新日本工機㈱ 岬工場  (20) 3,508(t-CO2) 

安田工業㈱ 本社工場 (20) 5,253(t-CO2) 

    

    

    

    

その他 

 

  

  

  

※地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法、平成１０年法律第１１７号）の規定により、行政に報告  

 した「エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素」の算定排出量を事業所毎に記載する。 

※温対法の温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度において、非開示とされた事業所においては 

 ＣＯ２算定排出量の記載は不要。 

 

＜業種分類－選択肢＞ 

(1)パルプ    (2)紙       (3)板紙      (4)石油化学製品    

(5)アンモニア及びアンモニア誘導品  (6)ソーダ工業品  (7)化学繊維 

(8)石油製品（グリースを除く）    (9)セメント        (10)板硝子     (11)石灰 

(12)ガラス製品  (13)鉄鋼     (14)銅       (15)鉛       (16)亜鉛 

(17)アルミニウム (18)アルミニウム二次地金       (19)土木建設機械 

(20)金属工作機械及び金属加工機械  (21)電子部品    (22)電子管・半導体素子・集積回路 

(23)電子計算機及び関連装置並びに電子応用装置     (24)自動車及び部品（二輪自動車を含む） 

(25)その他 

 


